






















































4　生命保険協会『明治大正保険史料』1920 年（復刻版 2000 年）
以下『保険史料』という．なお『保険史料』の引用は，巻 -
編 - 類 [ 頁 ] の順で記述する．
原　著
「国営保険」論の収斂過程




険」制度との出会いがある．民営保険が発展していく中で，1880 年代から 90 年代にかけて各種「国営保険」
論が展開された．本論は，各種国営保険論が社会政策的意義を持つ「社会保険」に収斂する過程を検証した．
Key  Words： 貧民保険論　国営保険論　社会政策　労働者保護
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5　新聞記事：読売新聞 1877（明治 10）年 6 月 19 日　朝野新聞
1878（明治 11）年 3 月 14 日，3 月 15 日，7 月 3，6，16，21

















9　1879（明治 6）年 7 月 2 日太政官達第 237 号で設立された第









































　 『保険史料』1 － 2 － 1　334 頁　1 － 2 － 2　8，161，229，
431 頁
11 『保険史料』1 － 1 － 6　90 頁
12 『保険史料』1 － 1 － 6　133 頁
13 1878（明治 11）年 12 月の香港の大火は，居留地の７・８割
を罹災した．『保険史料』1-1-4　138 頁
14 1879（明治 12）年 8 月 30 日東京経済新聞は社説で火災保険
の必要を認めながらも，「火災保険は，海上保険より多い」
ことを論拠に，「火災保険国営反対」論を展開し，海上保険
の必要を説く．『保険史料』1 － 1 － 4　139 頁
25
「国営保険」論の収斂過程






　次いで 1888（明治 21）年 2 月 18 日東京経済雑誌が，
「独国の脅迫保険條例」の制定目的を「不平の激動を鎮
圧」することにあると紹介する 16．東京経済雑誌は「1883
年の疾病保険法，1884 年の災厄保険法および 1889 年の
老廃保険法をもって労働者保護政策が完成し，これをも
って「飴と鞭の政策」の飴の政策が完成したとする 17．

















業関連法の整備が議論される．1890（明治 23）年 3 月
27 日法律第 32 号で商法が公布（91 年 1 月 1 日施行）さ
れ 19，保険事業に対する法整備が整った．このような中
15 1881（明治 14）年 12 月 16 日明治日報　『保険史料』1 － 1
－ 6　113 頁
16 1888（明治21）年2月18日東京経済雑誌「独国の脅迫保険條例」







18 1889（明治 22）年 1 月 25・26 日時事新報「貧民の保険貯蓄」
　『保険史料』1 － 1 － 6　151-155 頁
19 1890（明治23）年3月27日法律第32号公布（91年1月1日施行）
　商法第 1 編商ノ通則第 11 章保険，第 2 編海商第 8 章保険．
なお商法は 89（目地 32）年 3 月 7 日改正（法律第 48 号）され，












































21 1890（明治 23）年 4 月 25 日　中外医事新報　『保険史料』2





































22 1890（明治 23）年 12 月 17 日　東京朝日新聞「漁民の保険法」




















































26 1904（明治 37）年 8 月 31 日　保険雑誌　『保険史料』3-1　
250 頁
27 1905（明治 38）年 4 月 25 日　中外商業「労働保険の経営」『保







































下の記事がある 34．1905（明治 38）年 10 月 8 日東京日日
新聞「労働保険法案」，10 月 25 日読売新聞「生命保険
官営説に就いて」，12 月 23 日東京朝日新聞「労働保険法」，
1906（明治 39）年 1 月 11 日中外商業「漁業保険の計画」，
6 月 30 日東京朝日新聞「特殊保険法制定」，7 月 6 日大
阪朝日新聞「労働保険と家畜保険」，11 月 20 日東京日々
新聞「小口の生命保険」，1907（明治 40）年 4 月 18 日
には帝国鉄道庁現業員共済組合設立，5 月 3 日東京日々





















　1908（明治 41）年 2 月 21 日衆議院は「保険官営ニ関
スル建議案委員会」を立ち上げ，同日第 1 回委員会を開
催，板倉を委員長に選出，以後 2 月 28 日，3 月 2 日，4
日の委員会開催を経て，3 月 19 日第 5 回委員会で建議



























































































































　 ＜参考＞鉄道国有法　1906（明治 39）年法第 17 号公布　
1986（昭和 61）年法第 93 号廃止．法制定までの経緯：1891
（明治 24）年井上勝「鉄道政略に関する議」を上申．92（明









時報』第 11 年第 362 号（1908（明治 44）年 2 月 20 日）
で保険官営権議案に対する特集を組み，各企業の代表者
および法律の専門家の意見を掲載するとともに，同年「保
険官営懸賞論文」を募集し 12 月に発表した 46．また，生
命保険会社協会幹事であり法学士である駒田亀太郎は，





























46 『保険銀行時報』第 11 年　第 362 号　第 400 号
47 駒田亀太郎「保険官営権議案に対する意見」『東京経済雑誌』

































1909（明治 42）年 2 月 20 日付け「保険官営案提出政友
会所属代議士板倉中，150 名の署名を以って，再度国会







52 時事通信：1907（明治 40）年 8 月 20 日「強制保険法の利害」，
08（明治 41）年 2 月 15 日「保険業官営と当局」，2 月 16 日
時事通信「外国の保険官営（其当業者談）」，「保険官営につ
いて　板倉氏談」，09（明治 42）年 2 月 20 日「保険官営案提
出　政友会所属代議士板倉中，150 名の署名を以って，再度
国会に提出予定」　『保険史料』3 － 1　415，439 － 441 頁，
496 頁
　 中外商業新報：1908（明治 41）年 2 月 21 日「保険官営問題」，
2 月 22 日「非保険官営説」，2 月 29 日








































































1908 年第 24 回議会に提出された「保険官営論」は廃案
になったとはいえ，その後小口保険あるいは郵便年金制
度として議論され，1926（大正 15）年郵便年金法とし
て逓信省によって，日本最初の年金制度が制定されるに
至る．郵便年金制度が日本最初の国営年金制度であるこ
とは，1941 年制定の労働者年金保険法施行令において，
郵便年金制度との調整が規定されていることからも明ら
かである 55．
本研究は，科学研究費助成事業（基礎研究（Ｃ））の成
果であることを付記する．
54 前掲書　4 頁
55 花澤武夫『労働者年金保険法開設（全）』　健康保険医報社
　1941 年　126―146 頁
　 後藤清・近藤文二『労働者年金保険法論』東洋所館　1942 年
　147 頁
